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2012年7月20日
各　地本・単組・総支部委員長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治労北海道本部
　執行委員長　山　上　潔

(公共サービス政策部)

自治労北海道本部「2012年度保健所・保健センター実態調査」について

連日の取り組みに対し敬意を表します。
さて、自治労北海道本部は、６月１日に行われた道本部第116回中央委員会の当面の闘争方針でご確認いただきました公衆衛生職場の実態調査について、下記の通りアンケート調査を実施いたします。
大変お忙しいとは思いますが、調査にご協力いただきますようよろしくお願いいたします。
記

【1】 調査目的

この調査は、単組・総支部の保健所・保健センターにおける労働条件や労働環境および業務内容の実態を把握し、次年度に取り組むべき課題の明確化と共有化を図ることを目的としております。
地域保健体制における情勢と課題については、別紙をご参照ください。
【2】 調査対象（職種）
医師・歯科医師・獣医師・薬剤師・臨床検査技師・管理栄養士・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・診療放射線技師・歯科衛生士・精神保健福祉相談員・保健師・助産師・看護師・准看護師・事務職員・狂犬病担当職員・他関係職種の方
【3】 調査内容

・2012年度の職員配置と労働条件について

・2011年度の業務・勤務実態について
【4】 回収期限
1次期限：2012年8月17日（金）
　　　最終期限：2012年8月31日（金）（〆切厳守）
　　　
【5】 調査方法
●各地方本部
（１）各地本に、本発文、調査票を用紙とメールで送ります。
（２）今回の調査内容については、保健所・保健センターに従事している職員でなければ、回答が困難な専門的内容が多く含まれています。単組・総支部においては、該当職場への聞き取り調査が中心になると考えられます。各地本に問い合わせがあった場合は、その旨をご説明していただきますようお願いいたします。
（３）回答については、集約後の作業日程の関係から、できる限りデータでの回答をお願いしています。基本的には道本部で対応しますが、各単組・総支部から問い合わせがございました場合は、ご協力をお願いいたします。
　　　●各単組・総支部

（１）単組・総支部に、本発文とともに調査票を送付します。
（２）今回の調査内容については、保健所・保健センターに従事している職員でなければ、回答が困難な専門的内容が多く含まれています。単組・総支部においては、上記調査対象（職種）が従事する保健所・保健センターの組合員に、調査内容について聞き取り調査を行って下さい。
（３）回答については、集約後の作業日程の関係から、できる限りデータでの回答をお願いします。

（４）調査票のエクセルデータについては、道本部に「2012年度保健所・保健センター実態調査データ希望・○○○○（○は単組名）」と件名と送信者名を明記し、【７】お問い合わせ先のアドレスに送信してください。折り返し送信元アドレスに調査票を送信します。
（５）各地方本部にもデータを送信してありますので、そちらから入手していただいてもかまいません。
【6】 回収方法
（1） 単組・総支部は調査票の記入を行っていただき、道本部に提出して下さい。その際、集約後の作業日程の関係から、できる限りデータでの回答をお願いします。
（２）ＦＡＸで回答いただく場合は、【７】お問い合わせ先のＦＡＸ送信にてご回答下さい。その際は、お手数ですが、読み取り間違いのないように、大きめにはっきりとご記入下さい。
　　（３）郵送で回答いただく場合は、【７】お問い合わせ先の住所・宛先にお願いします。
【7】 お問い合わせ先

ご不明な点やご質問については、下記までご連絡下さい。
自治労北海道本部　総合政策局　（担当：居橋　高田）

〒060-0806　札幌市北区6条7丁目　自治労会館2階

TEL：011-747-3211　/ Fax：011-700-2053
E-mail:ihashi@jichiro-hokkaido.gr.jp
以上
別紙資料　地域保健体制における情勢と課題
（１）地域保健対策検討会の動き
2010年7月から地域保健対策検討会が厚生労働省内に設置され、今後の議題として①地域の自立に基づいた地域保健対策の推進について、②健康危機管理のあり方について、③市町村における質の高い保健福祉サービス提供体制について、④社会福祉等の関連施策との連携等について、⑤快適で安心できる生活環境の確保について、⑥地域保健に係る人材の確保・育成及び資質の向上等について、⑦地域保健に関する調査・研究について、⑧評価及び優先度に基づいた地域保健計画等の策定と推進について検討課題とし、対物保健サービスの課題も含め地域保健にかかわる広範な課題の検討を進めましたが、東日本大震災の発生を受け、東日本大震災への対応を踏まえた健康危機管理のあり方が議題とされ、震災発生以降の地域保健に係わる対応状況等の報告を元に検討が行われました。
全国保健所長会から検討会に参加している委員からは、地域保健法施行後の組織体制上の諸問題が市町村や保健所の災害対応のハンデになったとして、保健所に関しては再編統合による所管区域の広域化・保健師等の人員削減・福祉事務所の統合による保健所長の権限の弱体化、市町村では縦割り・業務分担が進んだため横の連携を取る機能が弱まっていたとの指摘がされています。一方で平時の保健活動を通した顔の見える関係性が重要であったとの指摘もされています。それらの指摘を受け、地域保健対策検討会は、地域保健対策の方向性としてソーシャルキャピタルの活用を進め、学校や企業との積極的連携と自助及び共助の支援としての公助が役割と報告しています。
この間、衛生医療評議会としては、保健所再編による広域化や市町村等での業務分担制、衛生研究所の法的位置づけの確立など厚生労働省に対して公衆衛生の向上のために体制整備等を求めて要請してきました。地域保健検討会報告を基に基本指針の見直しがなされると考えられるため、地域保健ＰＴ・保健所・衛生研究所問題ＰＴで報告書の分析を進めるとともに、公衆衛生向上のための体制確立が図られるよう引き続き現場での実態等を基に取り組みの強化が必要となっています。
（２）医療計画の動向
2011年12月に「医療計画の見直し等に関する検討会」が、概ね2013年度より始まる都道府県の新たな医療計画策定に対して、医療の需給状況や患者の疾病構造の変化を踏まえ、適切な評価・見直しにより医療計画の実効性が高まるよう、見直しにあたっての「医療計画作成指針」が示されています。その中では2次医療圏の設定について、当該圏域で医療提供体制を構築することが不適当なケースもあり、入院に係る医療を提供する一体の区域として成り立っていないと考えられる場合は見直しをすることを求めています。
特に北海道においては、21の医療圏のうち１0の医療圏が見直し対象となっており、2次医療圏の見直しによっては保健所の統廃合が行われる可能性もあるため、動向に注意する必要があります。
また、厚生労働省は2013年度から始まる次期医療計画に定める疾患として精神疾患を追加することとしました。精神疾患対策が医療計画に位置付けられることは衛生医療評議会として求めてきたことではありますが、今後策定される都道府県医療計画においては、医療のみに特化した対策とはせず、当事者参加のもとで、地域全体で精神障害者を支える社会・仕組みづくりについて、精神保健・医療・福祉の底上げに向けた運動強化と保健・医療・福祉の連携が地域で確実に機能するものとなるよう取り組みの強化が必要です。
私たちが平時・緊急時を問わず住民の健康を守るために何ができるのか、どう働きかけることができるのか、そして労働組合に何が求められているのかを把握し、職場・地域での実践をとおして公衆衛生分野にかかわる組織の強化と運動の前進を図り自治労全体の取り組みとしていく必要があります。
以上
